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表紙

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び

定 款 第15 条 の 定 め に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.yellowhat.jp/corp/ir/）に掲載することにより、株主の皆様に提供して

おります。

  なお、「上記の事項」は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成する

に際して監査をした計算書類または連結計算書類の一部であります。

第64期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表
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連結注記表

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数 38社

・主要な連結子会社の名称 株式会社愛知イエローハット

株式会社ジョイフル

株式会社広島イエローハット

株式会社２りんかんイエローハット

株式会社ＳＯＸ・イエローハット

　株式会社苫小牧イエローハットの全株式を取得、株式会社防滑サポートを新規設立したことに伴いそれ

ぞれ連結の範囲に含めております。

　また、台湾黄帽汽車百貨股份有限公司は清算結了したことにより、連結の範囲から除外しております。

　なお、株式会社ＳＯＸ・イエローハットは、2022年４月１日付で、株式会社バイク館イエローハットに

社名を変更しております。

②　主要な非連結子会社の名称等

・主要な非連結子会社の名称 株式会社オカヤマイエローハット

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響は軽微であるため、連結の範囲から除外しており

ます。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

・持分法を適用した関連会社の数 ２社

・主要な会社等の名称 株式会社ホットマン

上海安吉黄帽子汽車用品有限公司

②　持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該持分法適用会社の事業年度

に係る計算書類を基礎として持分法を適用しております。

－ 1 －
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市場価格のない

株式等以外のもの

当連結会計年度末日の市場価格に基づく時価法（評価差額金は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。

市場価格のない

株式等

移動平均法による原価法によっております。

イ　有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　２年～50年

ロ　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

ロ　棚卸資産の評価基準及び評価方法

当社及び連結子会社は、卸売部門については主として総平均法による原価

法(貸借対照表価額について収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)、小

売部門については主として売価還元法による原価法(貸借対照表価額につ

いて収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算出しております。

②　重要な固定資産の減価償却の方法

ハ　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

③　重要なのれんの償却に関する事項

　のれんについては、その効果が及ぶ期間で均等償却を行っております。ただし、金額が僅少の場合に

は、発生連結会計年度に全額償却しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ　災害損失引当金 当連結会計年度に発生した災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、そ

の見積額を計上しております。

－ 2 －
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⑤　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社は、主にカー用品・二輪用品等の製造、卸売販売及び一般消費者等への小売販売を

行っております。これらの収益は顧客に、商品を引き渡した時点又はサービスを提供した時点で、顧客が

当該商品又はサービスに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点

で通常は収益を認識しております。なお、カー用品・二輪用品等の卸売販売については、出荷時から当該

商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しておりま

す。

　返品については、過去のデータ等に基づいて予想返品率を見積り、期末日時点で返品等が見込まれる対

価を返金負債として計上し、返金負債の決済時に顧客から商品等を回収する権利について返品資産を計上

しております。なお、返金負債については流動負債の「その他」に、返品資産については流動資産の「そ

の他」に含めて表示しております。値引き及びリベートについては、実績が確定するまで契約等に基づい

て将来の支払額を見積り、収益を減額し未払金に含めて計上しております。

　また、当社グループが運営するポイント制度について、付与したポイントを履行義務として識別し、収

益の計上を繰り延べ、期末日時点で未充足の履行義務に係る対価を契約負債に含めて計上しております。

　代金は、商品を引き渡した時点又はサービスを提供した時点を中心に、概ね１ヶ月以内に受領しており

ます。なお、重要な金融要素は含んでおりません。

⑥　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益処理

しております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の期末決算日の直物為替相場により、資本金は発

生時の為替相場により、また、当期純利益は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の

為替換算調整勘定に含めております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ　連結納税制度 当社及び一部の国内連結子会社は連結納税制度を適用しております。

(連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用)

当社及び国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグル

ープ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を

改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグループ通算制

度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直

しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号2020

年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第28号2018年２月16日）第44項の定めを適

用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。

ロ　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計

上しております。

－ 3 －
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（Ａ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（Ｂ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調

整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、カー用品・

二輪用品等の卸売販売については、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間

であるため、出荷時点で収益を認識しております。

　これにより、返品については、過去のデータ等に基づいて予想返品率を見積り、値引き及びリベートについ

ては、実績が確定するまで契約等に基づいて将来の支払額を見積り算出する方法に変更しております。これに

伴い、期末日時点で返品等が見込まれる対価を返金負債として計上し、返金負債の決済時に顧客から商品等を

回収する権利について返品資産を計上しております。なお、返金負債については流動負債の「その他」に、返

品資産については流動資産の「その他」に含めて表示しております。

　また、当社グループが運営するポイント制度について、従来は、将来にポイントとの交換に要すると見込ま

れる負担額を引当金として計上する方法によっておりましたが、付与したポイントを履行義務として識別し、

収益の計上を繰り延べる方法に変更しております。これに伴い、期末日時点で未充足の履行義務に係る対価を

契約負債に含めて計上しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、返品資産を

計上したことにより流動資産合計が７億54百万円増加し、返金負債及び契約負債を計上したことにより流動負

債合計が11億96百万円増加し、繰延税金資産が１億45百万円増加しております。当連結会計年度の連結損益計

算書は、売上高は２億４百万円増加し、売上原価は１億82百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ21百万円増加しております。

　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益

剰余金の期首残高は３億21百万円減少しております。

－ 4 －
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当連結会計年度

連結子会社運営店舗にかかる固定資産（土地、建物な

ど）の期末帳簿価額（減損認識後）

　　　　　　　22,045百万円

連結子会社運営店舗にかかる固定資産の減損損失計上額 　　　　　　　　 645百万円

(店舗固定資産の減損)

（1）　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　当社グループは、連結子会社運営として、カー用品を販売する「イエローハット(以下、ＹＨ)」店

　舗及び「格安タイヤトレッド（以下トレッド）」店舗並びに主に二輪用品を販売する「２りんかん」

　店舗及び「バイク館」店舗があり、全国に多数展開しています。これらの連結子会社運営店舗の業績は

　商圏内の経済環境、競合店舗との競争環境、天候要因等の影響を受けますが、当社グループは毎期連結子

　会社運営店舗の業績を注視しながら、新規店舗の開店や不採算店舗の閉店を継続的に行っているため、

　固定資産の減損の検討を行うにあたり、原則として各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

　これに伴い、その他有価証券のうち市場価格のある株式の評価について、期末前１ヵ月の市場価格の平均に

基づく時価法から、期末日の市場価格に基づく時価法に変更しております。

　この結果、従来の方法と比べて、当連結会計年度末の投資有価証券が１億18百万円、その他有価証券評価差

額金が81百万円増加し、繰延税金資産が36百万円減少しております。

　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書のその

他有価証券評価差額金の期首残高は28百万円増加しております。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項等の注

記を行うことといたしました。

３．表示方法の変更に関する注記

　（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取配当金」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「受取配当金」は１億18百万円であります。

　また、前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「解約違約金」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「解約違約金」は１百万円であります。

４．会計上の見積りに関する注記

－ 5 －
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　　　　　　　　　　(単位：百万円)

当連結会計年度 　ＹＨ トレッド ２りんかん バイク館

連結子会社運営店舗数 348店  32店  59店  62店

上記のうち

新店の期末店舗数
 53店  ８店  11店  16店

新店以外の期末店舗数 295店  24店  48店  46店

当連結会計年度中に

減損の兆候が認められた店舗

数

 24店  10店  １店  ２店

減損損失を計上した店舗数

(減損損失の額)

 20店

(602)

 ８店

  (37)

 ０店

  (-)

 ２店

  (6)

連結子会社運営店舗に係る

期末固定資産帳簿価額

(減損認識後)

17,744   260  3,215   826

　単位としてグルーピングを行っています。減損の判定方法については、「連結損益計算書に関する注記」

　「(3) 減損損失の主な内容」を参照ください。

　

　　当社グループが店舗に係る固定資産の減損の検討を行うにあたっては、原則としては２期連続で営業損益

　の実績がマイナスとなった場合、店舗固定資産の時価が著しく下落した場合又は閉店の意思決定を行った場

　合に減損の兆候があるものと判定していますが、新規に開店した店舗については減損兆候判定に係る一定の

　猶予期間を設けており、開店後２期間の営業損益がマイナスになった場合においても、経営環境の著しい悪

　化や出店当初の計画から売上高実績が著しく下方に乖離していることが認識されない限り、減損の兆候には

　該当しないものとしています。上表においてこの分類に該当する店舗を「新店」とし、該当しない店舗を

　「新店以外」としています。

　　当連結会計年度において、上記の表に記載の店舗固定資産に関して営業活動から生ずる損益が継続してマ

　イナスとなり、減損の兆候が認められたため、減損の認識の判定及び測定を行いました。その結果、当連結

　会計年度において店舗固定資産に係る減損損失645百万円を計上しました。

　　上述の通り、「新店」の減損兆候判定に際して、当社グループは開店後一定期間は売上高が逓増し、概ね

　２年を経過した後に、店舗損益が黒字化することを想定しています。この店舗損益の見積りには、過去の実

　績等に基づいて設定された開店後一定期間における売上高増加率を主要な仮定としています。当該仮定は過

　去の実績に基づいていますが、「新店」における業績推移が想定した売上高増加率を著しく下回る場合に

　は、減損損失を計上する可能性があります。
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当連結会計年度

返品資産 　　　　　　　　　　　　754百万円

返金負債 　　　　　　　　　　　　863百万円

当連結会計年度

繰延税金資産 　　　　　　　　　　　3,158百万円

(返品資産及び返金負債)

 （1）　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

 （2）　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　当社グループは、収益認識会計基準等に基づき、期末日時点で返品等が見込まれる対価を返金負債として

　計上し、返金負債の決済時に顧客から商品等を回収する権利について返品資産を計上しています。当社グル

　ープの商品の返品率は毎期一定ではなく、主に降雪等の天候要因により変動する傾向があり、夏用の商品と

　冬用の商品でも異なります。そのため、これらの傾向を考慮して過去一定期間の返品実績率を平均し、四半

　期ごとに発生し得ると考えられる返金負債の金額を算定し、収益より控除しています。また、返品されると

　見込まれる商品の売上原価相当額を返品資産として計上しています。当連結会計年度においては、返品資産

　754百万円、返金負債863百万円を計上しました。

　　返品資産及び返金負債の算定にあたっては、暖冬等による年度ごとの天候変動要因を考慮するため過去

　の一定期間の返品実績を使用していますが、急激な事業環境の変化等が生じた場合には返品資産及び返金負債

　に影響を及ぼします。

(繰延税金資産の回収可能性)

 （1）　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

 （2）　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を判断するにあたり「繰延税金資産の回収可能性に関する適

　用指針」(企業会計基準適用指針第26号)に基づき、過去３年及び当期の課税所得、当期末における将来減算

　一時差異、経営環境の著しい変化の見込みの有無等の検討を行った結果、連結納税主体における企業の分類

　は、分類２に該当すると判断しています。連結納税制度の適用については、「その他連結計算書類の作成の

　ための基本となる重要な事項」を参照ください。

　　当該判断結果及び入手可能な合理的な情報に基づき、将来減算一時差異及び将来加算一時差異のスケジュ

　ーリング並びに回収見込額の算定を行っております。

　　新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響を含め、事業環境及び会社業績へ重要な影響を与える事象がない

　という仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性の見積りを実施していますが、急激な事業環境の変化等が生

　じた場合には繰延税金資産の回収可能性に影響を及ぼします。
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　 売掛金  8,797百万円

　 受取手形 1,205百万円

 　計 10,002百万円

(2) 棚卸資産の内訳

　 商品及び製品  22,704百万円

　 原材料及び貯蔵品 338百万円

 　計 23,043百万円

(3）有形固定資産の減価償却累計額 31,013百万円

△831百万円

④　上記③のうち賃貸不動産に該当するもの △454百万円

５．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 顧客との契約から生じた債権残高の内訳

(4) 事業用土地の再評価

　　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

　を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額を

　「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

①　再評価を行った年月日 2002年３月31日

②　再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める路線価に合理的な調整を行う方式で、また、一

部路線価のない土地につきましては、同第３号に定める固定資産税評価額

の倍率方式に基づき算出しております。

③　再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

－ 8 －
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場所 用途
種類及び金額
（百万円）

店舗物件30件
久御山店
（京都府久世郡）
平塚田村店
（神奈川県平塚市）
他28件

カー用品・

二輪用品等販売店舗
建物及び構築物 533

その他 112

（減損の認識に至った経緯）
これらの物件は、営業損失であったため、将来キャッシュ・フロー見積額が下落し減損の認識に至り
ました。

種類
合計

（百万円）

建物及び構築物 533

その他 112

合計 645

６．連結損益計算書に関する注記

(1) 売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額   　　141,803百万円

(2）通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

売上原価　　 　 　36百万円

(3) 減損損失の主な内容

　当連結会計年度において計上した、減損損失の内訳は次のとおりであります。

　種類別の減損額の合計は次のとおりであります。

　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（資産のグルーピングの方法）

　当社グループにおいては、原則として事業所ごとに資産をグルーピングしております。店舗及び賃貸不

動産については個別物件単位で、支店（地域卸売部門）については管理会計上の区分で、のれんについて

は会社単位で、物流センターについては全社共有資産に、フォーラムについてはキャッシュ・フローを生

みませんので遊休資産に、それぞれ資産をグルーピングしております。

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しております。土地については不動産鑑定士

の算定価額を、建物については合理的に算定された価額を、それぞれ回収可能価額としております。

　使用価値の算定にあたっては、将来キャッシュ・フローを5.44％で割り引いて計算しております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 49,923千株 －千株 －千株 49,923千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 3,786千株 ０千株 23千株 3,763千株

・配当金の総額 1,292百万円

・１株当たり配当金額 28円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月１日

・配当金の総額 1,339百万円

・１株当たり配当金額 29円

・基準日 2021年９月30日

・効力発生日 2021年12月６日

・配当金の総額 1,339百万円

・１株当たり配当金額 29円

・基準日 2022年３月31日

・効力発生日 2022年６月１日

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

（注）１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

３．自己株式の数の減少は、新株予約権の行使及び譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分、関係会社が保有する当社株式

の売却によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

イ　2021年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

ロ　2021年10月29日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　2022年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
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・第１回新株予約権（2013年５月10日取締役会決議分） 普通株式 21,000株

・第２回新株予約権（2014年５月９日取締役会決議分） 普通株式 25,800株

・第３回新株予約権（2015年５月８日取締役会決議分） 普通株式 21,600株

・第４回新株予約権（2016年５月10日取締役会決議分） 普通株式 24,800株

・第５回新株予約権（2017年５月９日取締役会決議分） 普通株式 22,400株

・第６回新株予約権（2018年５月９日取締役会決議分） 普通株式 21,000株

・第７回新株予約権（2019年５月９日取締役会決議分） 普通株式 25,700株

・第８回新株予約権（2020年５月８日取締役会決議分） 普通株式 26,400株

(4) 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する注記

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金並びに設備投資計画に基づく必要な資金については、基本的に手許資金にて

充当しております。一時的な余資は、手許流動性を確保するため現金及び預金で保有しております。手許

資金において不足が生じる場合については、銀行借入により調達する方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びに管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、販売先の信用リスクに晒されております。当該債権は、主とし

てグループ企業に対するカー用品・二輪用品の卸売販売により発生するものであり、リスクの管理に関し

ては、当社の販売管理規程に定める与信管理取扱要領に従い取扱いを行うとともに、専門部門において年

度・月毎の決算書及び財務関係資料を入手することにより信用状況を把握し運用を行う体制をとっており

ます。

　未収入金は、相手先の信用リスクに晒されておりますが、主として仕入先からのリベートの未回収部分

であり、約定に基づき短期間のうちに回収されるものであります。専門部門において遅滞ない回収を図っ

ております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に把握した時価を取締役会に報告しております。

　敷金は、不動産の賃貸借期間終了時における賃貸人の信用リスクに晒されております。専門部門におい

て賃貸人の状況をきめ細かく把握し回収に疎漏のない体制をとっております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年内の支払期日です。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資にかかる資金調達であります。

－ 11 －



2022/05/20 20:07:47 / 21824819_株式会社イエローハット_招集通知：Web開示

連結注記表

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)投資有価証券 5,311 5,311 －
(2)敷金
　（１年内回収予定を含む）

9,605 9,442 △163

資産計 14,916 14,753 △163
(3)リース債務
　（１年内返済予定を含む）

169 165 △３

負債計 169 165 △３

区分
連結貸借対照表

計上額(百万円)

　非上場株式 76

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

　敷金 1,376 4,486 1,795 1,945

　合計 1,376 4,486 1,795 1,945

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

　す。

　　なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、未収入金、支払手形及び買掛金、未払金は

　短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

　　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

  （注）１.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 ２.市場価格のない株式等

これらについては、「(1)投資有価証券」には含めておりません。

３.満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額　 （単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 5,311 － － 5,311

資産計 5,311 － － 5,311

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金(注２) － 9,442 － 9,442

資産計 － 9,442 － 9,442

リース債務(注２) － 165 － 165

負債計 － 165 － 165

　(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定した時価
　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の
　　　　　　　　　　直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
　するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　  ①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　  ②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）　１.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２.敷金は１年内回収予定を、リース債務は１年内返済予定を含みます。

３.時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　投資有価証券は相場価格を用いて評価しております。

　これらは活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金

　敷金の時価は、契約期間を一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法

により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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期首残高 3,180百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 110百万円

時の経過による調整額 22百万円

資産除去債務の履行による減少額 △80百万円

期末残高 3,232百万円

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

20,661 1,948 22,610 21,075

９．資産除去債務に関する注記
　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1)　当該資産除去債務の概要
　 店舗・事務所等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

(2)　 当該資産除去債務の金額の算定方法
　 使用見込み期間を当該物件の耐用年数及び契約年数と見積もり、割引額は0.00％～2.18％を使用して資産
　 除去債務の金額を計算しております。

(3)　 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

10．賃貸等不動産に関する注記

(1)　 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、主に国内においてグループ企業に対する賃貸用建物等及び賃貸不動産を

有しております。2022年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は13億56百万円（賃貸収益は

「売上高」に、主な賃貸費用は「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に計上）であります。

(2)　 賃貸等不動産の時価に関する事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

（注）１.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

３.当連結会計年度の主な増加額は賃貸設備投資に伴う増加額25億49百万円であり、主な減少額は減価償却に伴う減少額５億70

百万円であります。

４.当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定評価によるものであります。なお一部の重要性がない不動産につきまして

は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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(単位：百万円)

 報告セグメント

その他 合計カー用品・

二輪用品等

販売事業

賃貸不動産事業 計

販売経路

卸売販売 48,777 ― 48,777 ― 48,777

小売販売 89,188 ― 89,188 ― 89,188

その他 3,836 ― 3,836 ― 3,836

顧客との契約から生じる収益 141,803 ― 141,803 ― 141,803

主要な財又はサービスの種類

タイヤ・ホイール 44,215 ― 44,215 ― 44,215

オーディオ・ビジュアル 10,598 ― 10,598 ― 10,598

洗車・オイル・ケミカル 14,436 ― 14,436 ― 14,436

機能用品 16,171 ― 16,171 ― 16,171

車内・車外用品 7,175 ― 7,175 ― 7,175

二輪用品 15,926 ― 15,926 ― 15,926

その他 33,279 ― 33,279 ― 33,279

顧客との契約から生じる収益 141,803 ― 141,803 ― 141,803

その他の収益 ― 6,235 6,235 ― 6,235

外部顧客への売上高 141,803 6,235 148,038 ― 148,038

11．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　 主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下の通りであります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　 収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関

　　 する注記等　(3) 会計方針に関する事項　⑤収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度(期首)

(2021年４月１日）

当連結会計年度

　(2022年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 8,774 10,002

契約負債 1,555 1,704

(1) １株当たり純資産額 2,125円62銭

(2) １株当たり当期純利益 209円32銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 208円45銭

 （3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

    ①　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                            　　(単位：百万円)

  (注) 契約負債は主に、当社が付与したポイントのうち、期末時点において履行義務を充足していない残高、及び商品の引渡前に

　　　 顧客から受け取った対価であります。

    ②　残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務

に関する情報の記載を省略しております。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

12．１株当たり情報に関する注記
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・市場価格のない株式等

以外のもの

当事業年度末日の市場価格に基づく時価法（評価差額金は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっ
ております。

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　２～50年

構築物　　　　　　　２～50年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

ロ　その他有価証券

　・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

卸売部門については主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いて収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算出しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

④　長期前払費用 均等償却によっております。

(3) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益処理してお

ります。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度末

の負担額を計上しております。

③　災害損失引当金 当事業年度に発生した災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見

積額を計上しております。
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④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取

扱いが連結貸借対照表と異なります。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社は、主にカー用品・二輪用品等の卸売販売を行っております。これらの収益は、出荷時から当該商品

の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

返品については、過去のデータ等に基づいて予想返品率を見積り、期末日時点で返品等が見込まれる対価

を返金負債として計上し、返金負債の決済時に顧客から商品等を回収する権利について返品資産を計上して

おります。なお、返金負債については流動負債の「その他」に、返品資産については流動資産の「その他」

に含めて表示しております。値引き及びリベートについては、実績が確定するまで契約等に基づいて将来の

支払額を見積り、収益を減額し未払金に含めて計上しております。

代金は、商品を引き渡した時点又はサービスを提供した時点を中心に、概ね１ヶ月以内に受領しておりま

す。なお、重要な金融要素は含んでおりません。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

連結納税制度 当社は連結納税制度を適用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　　　　　　　　　　　　　　　当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行する

こととなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年

法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ

通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につい

ては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の

適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号2020年３月31日）第３項の取

扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及

び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、カー用品・
二輪用品等の卸売販売については、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

　これにより、返品については、過去のデータ等に基づいて予想返品率を見積り、値引き及びリベートにつ

いては、実績が確定するまで契約等に基づいて将来の支払額を見積り算出する方法に変更しております。こ

れに伴い、期末日時点で返品等が見込まれる対価を返金負債として計上し、返金負債の決済時に顧客から商

品等を回収する権利について返品資産を計上しております。なお、返金負債については流動負債の「その

他」に、返品資産については流動資産の「その他」に含めて表示しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、返品資産を計上し

たことにより流動資産合計が16億30百万円増加し、返金負債を計上したことにより流動負債合計が18億72百

万円増加し、繰延税金資産が74百万円増加しております。当事業年度の損益計算書は、売上高は１億36百万

円減少し、売上原価は１億８百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ28百万円

減少しております。

　当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の利益剰余金

の期首残高は１億48百万円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

　これに伴い、その他有価証券のうち市場価格のある株式の評価について、期末前１ヵ月の市場価格の平均

に基づく時価法から、期末日の市場価格に基づく時価法に変更しております。

　この結果、従来の方法と比べて、当事業年度末の投資有価証券が１億19百万円、その他有価証券評価差額

金が83百万円増加し、繰延税金資産が36百万円減少しております。

　当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書のその他有価

証券評価差額金の期首残高は26百万円増加しております。

３．表示方法の変更

（損益計算書）

　前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「解約違約金」は、金額的重

要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

　なお、前事業年度の「解約違約金」は１百万円であります。
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当事業年度

返品資産 1,630百万円

返金負債 1,872百万円

(1) 減価償却累計額 有形固定資産 31,602百万円

短期金銭債権 17,072百万円

長期金銭債権 330百万円

短期金銭債務 7,395百万円

長期金銭債務 238百万円

①　再評価を行った年月日 2002年３月31日

②　再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める路線価に合理的な調整を行う方式で、また、一

部路線価のない土地につきましては、同第３号に定める固定資産税評価額

の倍率方式に基づき算出しております。

△878百万円

④　上記③のうち賃貸不動産に該当するもの △885百万円

４．会計上の見積りに関する注記

(返品資産及び返金負債)

(1）　当事業年度の計算書類に計上した金額

(2）　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結注記表４.会計上の見積りに関する注記　(返品資産及び返金負債)」をご参照下さい。

５．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(3) 事業用土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

③　再評価を行った土地の事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
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(2) 関係会社との取引高 売上高 63,906百万円

売上原価 1,061百万円

販売費及び一般管理費 5百万円

営業取引以外の取引高 462百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 3,761千株 ０千株 18千株 3,743千株

６．損益計算書に関する注記

(1) 売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額         80,677百万円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

（注）１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

３．自己株式の数の減少は、新株予約権の行使及び譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。
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項 目 金額（百万円）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 44

貸倒引当金 1,220

関係会社株式 234

投資有価証券 2

退職給付引当金 5

減損損失 1,207

未払事業税 110

資産除去債務 989

土地再評価差額金 671

返金負債 573

その他 232

繰延税金資産小計 5,291

評価性引当額 △3,112

繰延税金資産合計 2,179

繰延税金負債

資産除去債務に係る除去費用 △396

固定資産圧縮積立金 △192

その他有価証券評価差額金 △460

返品資産 △499

特別償却準備金 △11

譲渡損益の繰延（譲渡益） △4

繰延税金負債合計 △1,564

繰延税金資産の純額 615

８．税効果会計に関する注記

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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種 類 会社等の名称

資 本 金
ま た は
出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容
ま た は
職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有 )
割合 (％ )

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

法人主要
株　　主

株 式 会 社
幸 栄 企 画

45
不 動 産
賃 貸 業

(13.5) －
不 動 産
賃 借

不 動 産
賃 借

93 敷 金 20

種 類 会社等の名称

資 本 金
ま た は
出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容
ま た は
職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有 )
割合 (％ )

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社
株 式 会 社
２りんかんイ
エローハット

50
二輪車用品
等 販 売

100.0
役員の兼任

１名
運転資金
借 入

借入に対
する利息

10 短期借入金 1,553

子会社
株 式 会 社
ジ ョ イ フ ル

72
カー用品等
製 造 販 売

100.0
役員の兼任

１名

商品の販売 商品の売上 8,984 売 掛 金 993

業務受託 業務受託費 333

関連会社
株 式 会 社
ホ ッ ト マ ン

1,910
カー用品等
販 売

15.5
(0.2)

－
商品の販
売及び不
動産賃貸

商品の売上 9,498
売 掛 金 847

不動産賃貸 452

９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

(2) 子会社及び関連会社等

（注）１．取引金額及び期末残高は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．取引金額には、消費税等は含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格を勘案し、両者の協議により決定しております。
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(1) １株当たり純資産額 1,914円09銭

(2) １株当たり当期純利益 158円43銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 157円76銭

10．収益認識に関する注記

(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　   連結計算書類を作成している為、注記を省略しております。

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(5)収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりです。

(3)　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

連結計算書類を作成している為、注記を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

12．その他の注記

該当事項はありません。
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